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１．問題の所在	
 

	
 大学生は、社会との関連が深まり、経済活動

範囲も広がるが、社会経験の乏しさから様々な

トラブルに巻き込まれる可能性が大きい年代で

ある。また、20 歳を境に多様な契約の主体とな

っていく時期でもある。	
 

	
 2011 年に、文部科学省から「大学等及び社会

教育における消費者教育の指針」が出された。

これは、成年・未成年が混在する大学等におい

て、どのように消費者教育を推進すればよいか

という共通認識となるものである。この指針の

なかで、大学等では積極的に消費者教育に取り

組む必要性のあることが、繰り返し指摘されて

いる。	
 

	
 さらにこの指針では、消費者教育において、

企業や民間団体、消費者団体等、外部機関との

連携協働が重要であるとしている。しかしなが

ら、その連携方法については明示されていない。

現状でも、消費者問題に対する対応において、

およそ半数の大学等では外部機関との連携がな

されていない。とくに企業との連携に着目する

と、現状での連携の少なさ、公表されている実

践例の少なさが顕著である。	
 

	
 消費者教育において企業と連携することには、

企業の専門的知識に基づいた消費者教育を行な

えること、企業自身のモラル向上に繋がること、

受講者に商品・サービスの価値を考えさせ、よ

り満足度の高い購買活動に繋げるという、トラ

ブル対策にとどまらない内容にすることができ

ること、というメリットがあると考えられる。	
 

	
 しかし、現状としてその実践例は少なく、連

携方法のイメージがわかないのが事実である。

また、商品・サービスの提供側である企業と連

携することに対して、大学等には少なからず警

戒心があることも考えられる。	
 

	
 そこで本研究において、企業と連携した消費

者教育を大学で実践し、その有用性と課題を明

らかにすることで、今後の連携推進に寄与でき

るのではないかと考える。	
 

	
 

２．研究の目的と方法	
 

	
 本研究の目的は、企業と連携した消費者教育

を大学で実施し、その有用性と課題を明らかに

するとともに、今後の連携推進に寄与するため

に論文として残すことである。	
 

	
 研究の方法としては、千葉大学教育学部の専

門科目「メディアリテラシー教育」の授業 1 コ

マ（90 分）のうち 60 分で、実践当日の出席者

83 名の学生（大学院生を含む）を対象に、企業

と連携した消費者教育を行なう。藤田観光株式

会社・ホテル椿山荘東京に勤められている万田

哲弘さんをゲスト講師としてお招きし、ブライ

ダルをテーマとした消費者教育を展開する。授

業の最後に事後アンケートを実施し、その回答

内容をもとに、授業の有用性と課題を考察する。	
 

	
 

３．授業の開発	
 

	
 国民生活センターによると、結婚式場・披露

宴サービスに関するトラブルの相談件数は年々

増加傾向にある。また、相談案件の契約当事者

は 20 歳代・30 歳代が大半を占めており、大学

生にとってそれほど遠い未来の話ではない。大

金が動く買い物であり、トラブルに関して早め

に知っておくことが望ましいと考え、ブライダ

ルを本授業の題材とした。	
 

	
 授業の内容としては、基本的に万田さんにお

話をしていただく形で進めるため、事前に 3 つ

のお願いをした。1 つ目は、「メディアリテラシ

ー教育」の授業で実践するため、メディアとブ

ライダルの関係について取り上げることである。

2 つ目は、ブライダルに関するトラブルを複数

取り上げ、できるだけ具体的に解説することで

ある。3 つ目は、トラブル対策にとどまらず、

サービス提供側の想いや考えについてふれるこ

とである。	
 

	
 授業のねらいは、「ブライダルに関する消費者



トラブルを知り、その原因を理解することで、

トラブルへの対策方法を考えることができる」

と設定した。	
 

	
 

４．授業の実際と考察	
 

	
 授業の様子及び事後アンケートの結果をもと

に、授業の考察を行なった。	
 

	
 授業中の受講生の様子としては、一部の受講

生について居眠り等の態度の悪さがうかがえた

が、万田さんの具体的なお話に強く興味を示す

受講生が多くみられた。質疑応答では、積極的

にたくさんの質問が出たというわけではないが、

質問を深掘りして詳しく尋ねる受講生も存在し

た。	
 

	
 万田さんに解説していただいた消費者トラブ

ルの例は、「広告と実際とのギャップ」「プラン

販売の金額と、実際の見積もり金額の違い」「入

り口単価と出口単価の違い」「式場予約に関する

トラブル」「特典に関するトラブル」「キャンセ

ルに関するトラブル」の 6 つに分けられる。ア

ンケートでは、およそ 8 割弱の受講生が、万田

さんの解説をもとに、これらのトラブルについ

ての対策を自分なりに回答できていた。これら

の受講生においては、本授業のねらいが達成さ

れたと思われる。	
 

	
 それに加えて、半数以上が今回学んだことを

他の購買活動にも活かせると考えていることが

わかった。その具体例としては、葬式、家、車

等があげられた。	
 

	
 さらに、消費者教育において企業と連携する

ことで、「説得力がある」「興味がわく」「印象に

残る」というそれぞれの項目に対して、ほとん

どの受講生が「そう思う」と肯定的な意見を持

っていた。また、「消費者教育として積極的に取

り入れるべき」という項目に対して約 9 割の受

講生が肯定的な意見を示しており、企業と連携

することの有用性が示されたと考えられる。	
 

	
 しかしながら、「連携する企業による」「分野

による」という意見や、連携を実現することの

難しさを示唆する意見がみられ、考えるべき課

題がみつかった。	
 

	
 自由記述の感想では、ブライダルをテーマと

したことへの肯定的な意見や、現場で働いてい

るからこそ話がわかりやすいという意見、自分

の結婚式や、その他の購買活動に活かしたいと

いう意見等がみられた。また、ブライダルプラ

ンナーという仕事の魅力について記述している

感想もあることから、キャリア教育としての意

味を含んだ消費者教育の展開の可能性も垣間見

ることができた。	
 

	
 

５．研究の成果と課題	
 	
 

	
 事後アンケートから、実際に現場で働く人の

話を聞くことで、より「説得力がある」「興味が

わく」「印象に残る」ということがわかった。ま

た、トラブルに関する知識を得るだけでなく、

結婚式の良さやブライダルプランナーという仕

事の魅力を認識する受講生も存在した。このこ

とから、商品・サービスの価値や企業の想いに

もふれることができたと考えられ、トラブル対

策にとどまらない、一歩踏み込んだ消費者教育

となったといえる。さらに、多くの受講生がこ

のような授業を「消費者教育として積極的に取

り入れるべき」という意見を示しており、その

有用性が明らかになったと考えられる。	
 

	
 また、このように大学等で企業と連携した消

費者教育の実践例が少なく、詳細な記録等もほ

とんど存在しないことから、授業内容及び受講

生の意見・感想等をまとめ、分析し、論文とし

てまとめたことは、今後の連携推進に少なから

ず寄与できるのではないかと思われる。	
 

	
 今後の課題としては、以下の 2 つがあげられ

る。まず１つ目は、受講生の意見からもわかる

ように、連携する企業や扱うテーマによって興

味がわくか否かが左右される可能性があるとい

う点である。今回はブライダルをテーマとした

が、多くの受講生が興味を示していたことが感

想から読み取れた。だが、連携する企業やテー

マによっては、性別、年齢、個人の関心等とい

う点から、十分に興味をひくことができなかっ

たかもしれない。アンケートの「他に取り上げ

るべきテーマ」として受講生からあげられたも

のをふまえながら、どのようなテーマで企業と

連携すると、その専門知識が活かされ、消費者

教育としてより深みのある授業になるのかとい

うことを考える必要がある。	
 

	
 2 つ目は、企業との連携方法に関する調査が

足りなかったということである。受講生からも、

連携の難しさやその手間についての指摘があっ

た。実際に企業と連携した授業を行なおうとす

る際、どのような企業と、どのような手段で連

携すればよいのかということは重要である。本

文の第 1 章 5 節で紹介した消費者関連専門家会

議（ACAP）のような組織を介して行なうことも

また一つの手であり、そうした組織で活動を行

なう方の話を実際にうかがったり、他の連携手

段について詳しく調査したりし、連携方法につ

いても示唆していれば、より推進に寄与できた

と思われる。	
 

 


